
 貸　　借　　対　　照　　表
（令和8年3月31日現在）

(単位：千円)

科　　　　　目 金　　額 科　　　　　目 金　　額

資　産　の　部 負　債　の　部

流　動　資　産 256,125,704 流　動　負　債 219,660,421

現金及び預金 814,079 買掛金 120,696,584

割賦売掛金 189,613,986 短期借入金 18,200,000

リース投資資産 24,743,479 コマーシャル・ペーパー 50,000,000

リース債権 391,204 リース債務 2,100,626

営業貸付金 28,829,036 未払金 14,699,457

未収入金 10,664,017 未払費用 300,109

立替金 1,308,868 未払法人税等 415,978

その他 930,555 預り金 9,291,914

貸倒引当金 △ 1,169,524 契約負債 568,250

固　定　資　産 10,589,619 賞与引当金 215,877

有形固定資産 73,594 ポイント交換引当金 2,823,777

建物 27,669 割賦利益繰延 283,084

工具器具備品 45,924 その他 64,760

無形固定資産 376,380 固　定　負　債 4,372,384

ソフトウェア仮勘定 215,809 リース債務 4,138,365

のれん 159,250 利息返還損失引当金 225,000

その他 1,320 その他 9,019

投資その他の資産 10,139,645 負　債　合　計 224,032,805

関係会社株式 1,117,360 純　資　産　の　部

差入保証金 77,379 株　主　資　本 42,682,518

長期前払費用 6,283,856 資本金 1,950,000

破産債権・更生債権等 2,822,158 資本剰余金 1,950,000

繰延税金資産 1,697,663 資本準備金 1,950,000

その他 8,000 利益剰余金 38,782,518

貸倒引当金 △ 1,866,773 その他利益剰余金 38,782,518

繰越利益剰余金 38,782,518

純　資　産　合　計 42,682,518
資　産　合　計 266,715,324 負債及び純資産合計 266,715,324



損　　益　　計　　算　　書
（自　令和7年4月1日　至　令和8年3月31日）

(単位：千円)

科　　　　　　　目 　　　　　金　　　　　額

営　業　収　益

包括信用購入あっせん収益 21,056,956

融資収益 2,334,221

受託収益 562,296

キャッシュプリカ収益 1,092,818

ファイナンス収益 1,976,266

その他収益 1,413,473 28,436,031

営　業　費　用

販売費及び一般管理費 26,220,061

金融費用 359,767 26,579,828

営　業　利　益 1,856,203

営　業　外　収　益

雑収入 175,900 175,900

営　業　外　費　用

為替差損 448

雑損失 74,135 74,583

経　常　利　益 1,957,520

1,957,520

777,000

△ 174,662 602,337

1,355,183

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益



株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
（自　令和7年4月1日　至　令和8年3月31日）

（単位：千円）

資本剰余金 利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 1,950,000 1,950,000 37,574,014 41,474,014

当期変動額

剰余金の配当 △ 146,679 △ 146,679

当期純利益 1,355,183 1,355,183

当期変動額合計 - - 1,208,504 1,208,504

当期末残高 1,950,000 1,950,000 38,782,518 42,682,518

当期首残高 41,474,014

当期変動額

剰余金の配当 △ 146,679

当期純利益 1,355,183

当期変動額合計 1,208,504

当期末残高 42,682,518

株　　　　　　　　　　　　主　　　　　　　　　　　　資　　　　　　　　　　　　本

株主資本

資本金
資本準備金

その他利益剰余金

合計

純資産合計



 
 

個 別 注 記 表 
 

Ⅰ.重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

1.固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産 

平成 10年 4 月 1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成 28 年 

4 月 1 日以降に取得した建物附属設備及び構築物……定額法 

その他……………………………………………………定率法 

(2)無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5 年）

に基づく定額法を採用しております。 

(3)長期前払費用 

支出の効果が及ぶ期間で均等償却しております。 

 

2.引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については過去の貸倒実績率を考

慮して、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。 

(2)賞与引当金 

従業員賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度負担額を計

上しております。 

(3)ポイント交換引当金 

クレジットカードの利用促進を目的としてカード会員に提供しているポイント

制度における将来の交換費用の支出に備えるため、交換実績等に基づき将来発生す

ると見込まれる交換費用負担額を計上しております。 

(4)利息返還損失引当金 

将来の利息返還の請求に備え、過去の返還実績等を勘案した必要額を計上してお

ります。 

 

3.収益及び費用の計上基準 

収益の計上は、次の方法によっております。 

 当社はカードショッピング、カードキャッシング、受託業務などのサービスを提 

供しております。各サービスの収益認識基準は次のとおりであります。 

(1)カードショッピング 

(ⅰ)加盟店手数料 

顧客である加盟店との契約に基づき、役務の提供が完了し、履行義務が充足さ 



 
 

れるクレジットカード利用時に収益を認識しております。 

(ⅱ)顧客手数料 

主にカード会員のリボルビング払い等の利用に応じて発生する手数料であり、 

残債方式又は 7・8分法にて収益を認識しております。 

(ⅲ)年会費等 

顧客であるカード会員との契約に基づき、会費の期間に応じて履行義務が発生 

するため、期間に応じて収益を認識しております。 

 

(2)カードキャッシング 

当社が発行するクレジットカード又はローン専用カードによるカード会員のキ 

ャッシング利用に応じて発生する手数料であり、残債方式にて収益を認識してお 

ります。 

 

(3)受託業務 

受託業務は、決済手段の提供等による業務受託であり、顧客である関係会社より 

手数料を得ております。これらの手数料については、契約ごとに役務の提供が完 

了した際に履行義務が充足されるため、その時点で収益を認識しております。 

 

(4)リース 

当社が顧客に行うリース取引から生じる手数料であり、売上高を計上せずに利息 

相当額を各期へ配分する方法にて収益を認識しております。 

 

(5)ファクタリング 

顧客の債権に関して当社が債務を保証する取引から生じる手数料であり、残債 

方式にて収益を認識しております。 

 

(6)ファイナンス関連 

当社が直接顧客に金銭を貸し付ける取引から生じる手数料であり、残債方式にて 

収益を認識しております。  

 

上記のうち、(1)カードショッピングの(ⅰ)加盟店手数料及び(ⅲ)年会費等、(3)

受託業務については、以下の 5ステップアプローチに基づき、顧客への財又はサー

ビスの移転との交換により、その権利を得ると見込む対価を反映した金額で収益を

認識しております。 

ステップ 1：顧客との契約を識別する。 

ステップ 2：契約における履行義務を識別する。 

ステップ 3：取引価格を算定する。 

ステップ 4：取引価格を契約における履行義務へ配分する。 

ステップ 5：履行義務を充足した時点で（又は充足するに応じて）収益を認識す 

る。 



 
 

なお、これらのビジネスから生じる収益については、顧客との契約に基づき計上  

しており、変動対価等を含む収益の額に重要性はありません。また、約束した対価  

の金額に重要な金融要素は含まれておりません。 

 

4.外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。 

 

5.のれんの償却方法及び償却期間 

 のれんは、5年間で均等償却しております。 

 

 

Ⅱ.会計上の見積りに関する注記 

 

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、

翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりで

す。 

 貸倒引当金（流動） 1,169,524 千円（注 1） 

 貸倒引当金（固定） 1,866,773 千円（〃） 

 ポイント引当金   2,823,777 千円（注 2） 

 繰延税金資産    1,697,663 千円（注 3） 

 

（注 1）貸倒引当金 

割賦売掛金等の債権及びリース投資資産については、貸倒損失に備えるため貸倒引

当金を計上しております。貸倒引当金は、債権を一般債権、要注意先債権、破産更生

債権等に区分し、一般債権及び要注意先債権に相当する債権については、一定の種類

ごとに分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率に基

づき、破産更生債権等については、回収不能見込相当額を計上しております。 

算出した貸倒実績率や回収不能相当額など、これらの見積り及び仮定は、前提とし

た状況が変化すれば、貸倒損失の金額が異なる可能性があります。 

 

(注 2)ポイント引当金 

 当社は、クレジットカードの特典として、カードショッピングの利用額に応じて、

幅広いアイテムに交換可能なポイントプログラムを提供しております。将来のポイン

ト交換費用の支出に備えるため、期末のポイント残高を基礎に将来交換が見込まれる

ポイントを見積り、それにポイント交換率・原価率を乗じて、ポイント引当金として

負債に計上しております。これらの見積り及び仮定は、前提とした状況が変化すれば

引当金の金額が異なる可能性があります。 

 

 



 
 

(注 3)繰延税金資産の回収可能性 

繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によ

って見積っております。当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって

影響を受ける可能性があり、実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異な

った場合、翌事業年度の計算書類において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与え

る可能性があります。 

 

 

Ⅲ.貸借対照表に関する注記 

 

1.割賦売掛金 

割賦売掛金残高の内訳 

部  門  別 期 末 残 高 

総 合 あ っ せ ん 175,430,299千円 

融 資 14,183,687千円 

計 189,613,986千円 

 

2.当事業年度末において、流動化している割賦売掛金は次のとおりであります。 

カードショッピング       

１回払い債権                   37,500,000 千円 

 

3.保証債務 

保証業務に係る債務保証残高                    11,280,213 千円 

（うち、他社が再保証している債務保証残高      968,700 千円） 

関係会社に対する債務保証残高            3,597,300 千円 

 

4.有形固定資産の減価償却累計額             231,025 千円 

 

5.関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く） 

短期金銭債権                   12,414,436 千円 

短期金銭債務                   128,068,951 千円 

 

6.貸出コミットメント 

（貸手側） 

   当社は、主にクレジットサービス事業において、クレジットカード業務に付帯す 

るキャッシングサービス及びカードローン業務を行っております。 

 当該業務及び関係会社に対する極度貸付における貸出コミットメントに準ずる貸

出未実行額は次のとおりであります。 

   貸出コミットメントの総額           724,383,640 千円 

   貸 出 実 行 残 高            14,303,461 千円  

     差  引  額              710,080,178 千円 



 
 

 なお、上記の貸出コミットメントに準ずる契約においては、その殆どがクレジット

カードの付帯機能であるキャッシングサービスとして当社の会員に付与しているも

のであるため、必ずしも貸出未実行額の全額が貸出実行されるものではありません。 

 

7.記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 

 

Ⅳ.損益計算書に関する注記 

 

1.関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

営業収益                                         2,469,289 千円 

営業費用                                         5,794,107 千円 

 

2.記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 

 

Ⅴ.株主資本等変動計算書に関する注記 

 

1.当事業年度の末日における発行済株式の総数 普通株式 39,000 株 

 

2.配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

決議日 株式の種類 配当金の総額
１株当たり

配当額
基準日 効力発生日

令和7年6月26日

定時株主総会
普通株式 146,679千円 3,761円00銭 令和7年3月31日 令和7年6月26日

 

（2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期になるもの 

  令和 8年 6月 25 日開催の定時株主総会において、次の議案を付議いたします。 

株式の種類 配当金の総額 配当金の原資
１株当たり

配当額
基準日 効力発生日

令和8年6月25日普通株式 135,525千円 利益剰余金 3,475円00銭 令和8年3月31日
 

 

Ⅵ.金融商品に関する注記 

 

1.金融商品の状況に関する事項 

   当社は、資金運用については短期的な預貯金等に限定し、銀行等金融機関からの 

借入、債権の流動化、コマーシャル・ペーパーの発行により資金を調達しておりま 

す。 

割賦売掛金及び営業貸付金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリ 

スク低減を図っております。 



 
 

借入金の使途は運転資金及び設備投資であります。 

なお、デリバティブは内部管理規程に従い、実需の範囲でおこなうこととしてお  

ります。 

2.金融商品の時価等に関する事項 

令和 8 年 3 月 31 日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれら

の差額については、次のとおりであります。なお、現金は注記を省略しており、預

金、買掛金、短期借入金、コマーシャル・ペーパーは短期間で決済されるため時 価

が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。 

                               （単位：千円） 

  
貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

(1)割賦売掛金及び営業貸付金 218,443,023    

 貸倒引当金(*1) (1,060,000)    

合計 217,383,023 224,910,803 7,527,780 

(2)リース投資資産及びリース債権 25,134,684    

 貸倒引当金(*2) (184,740)    

合計 24,949,943 25,961,624 1,011,681 

(3)破産債権・更生債権等 2,822,158    

 貸倒引当金(*3) (1,733,000)    

合計 1,089,158 1,089,158 - 

(4)リース債務（一年内返済予定含む） (6,238,991) (6,107,350) (131,641) 

 

負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

（*1）割賦売掛金及び営業貸付金に対応する貸倒引当金を控除しております。 

（*2）リース投資資産及びリース債権に対応する貸倒引当金を控除しておりま 

す。 

（*3）破産債権・更生債権等に対応する貸倒引当金を控除しております。 

（注）金融商品の時価の算定方法に関する事項 

   (1)割賦売掛金及び営業貸付金 

  一回払債権は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、   

当該帳簿価額によっております。 

一方、リボ払、割賦払債権、貸付金は債権の種類及び期間に基づく区分ごとに、 

対象金融資産から発生する将来キャッシュ・フロー期間を算定し、信用リスク等 

を控除したものを市場利子率（リスクフリー・レート）で割り引いて時価を算定 

しております。 

貸倒懸念債権については、個別に回収可能性を検討して、回収不能見込額を算  

定しているため、時価は決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見込高を  

控除した金額に近似しており、当該価額をもって時価としております。 



 
 

  (2)リース投資資産及びリース債権 

リース投資資産及びリース債権は、対象金融資産から発生する将来キャッシュ・

フロー期間を算定し、信用リスク等を控除したものを市場利子率（リスクフリー・

レート）で割り引いて時価を算定しております。 

  (3)破産債権・更生債権等 

破産債権・更生債権等については、個別に回収可能性を検討して、回収不能見込額 

を算定しているため、時価は決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見込高 

を控除した金額に近似しており、当該価額をもって時価としております。 

  (4)リース債務 

リース債務は、対象金融負債から発生する将来キャッシュ・フロー期間を算定し、市場 

利子率（リスクフリー・レート）に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いて時価を 

算定しております。 

 

 

Ⅶ.税効果会計に関する注記 

 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

ポイント交換引当金 890,054 千円 

貸倒引当金                   518,320 千円 

利息返還損失引当金 70,920 千円 

賞与引当金                    68,044 千円 

未払費用 46,168 千円 

未払事業税 27,704 千円 

その他 79,135 千円 

繰延税金資産小計 1,700,349 千円 

評価性引当額                     △2,685 千円 

繰延税金資産合計                1,697,663 千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

Ⅷ.関連当事者との取引に関する注記 

 

1.出資会社及び法人主要株主等 

                               （単位：千円） 

議決権等の

会社等 所有 関連当事者

の名称 （被所有） との関係

割合

その他の 出光興産㈱ 被所有割合 カード利用 カード売上代金の精算 991,102,560     買掛金 85,568,004   

関係会社 直接50％ 代金の精算

業務の受託 プリペイドカード入金額の精算 75,925,229      未収入金 6,422,020    

役員の兼任

等 プリペイドカード利用額の精算 75,723,226      未払金     6,369,723

QRコード決済代の精算 34,568,232      未払金     4,017,104

業務受託手数料 326,650         未収入金        28,399

提携カード利用手数料 1,800,768         -             -

その他の ㈱クレディセゾン被所有割合 カード利用 セゾンカード売上代金の精算 16,224,795      割賦売掛金 1,041,904    

関係会社 直接50％ 代金の精算

業務の委託 出光カード売上代金の精算 494,305,848     買掛金 30,209,379   

役員の兼任

等 クレジット業務の委託取引 5,078,731       未払金 778,767      

種類 取引の内容  取引金額  科目  期末残高

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) カード利用手数料については、一般市場の取引条件を勘案して協議の上、決定

しております。 

(2) 業務受託（委託）料については適宜見直しの上、決定しております。 

 

2.子会社等 

                                                        (単位：千円) 

議 決 権 等 の
会 社 等 所 有 関 連 当 事 者
の 名 称 （ 被 所 有 ） と の 関 係

割 合
子 会 社 Idemitsu Saison 所 有 割 合 親 会 社 保 証

Microfinance 直 接   100％ 役 員 の 兼 任 保 証 料 の 受 取 3,510       未 収 入 金       887
(Cambodia)Plc. 等

債 務 保 証 3,597,300    -  

種 類 取 引 の 内 容  取 引 金 額  科 目  期 末 残 高

 

 取引条件及び取引条件の決定方法等 

(1)銀行からの借入に対して当社が債務保証を行っておりますが、保証料率につい

ては、一般市場の取引条件を勘案して協議の上、決定しております。 

 

 

 

 



 
 

Ⅸ. 収益認識に関する注記 

 

1.顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

個別注記表「Ⅰ.重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「3.収益及び費用の計

上基準」に記載のとおりであります。 

 2.顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローと 

の関係並びに当事業年度末において存在する顧客との契約から翌事業年度以降に認 

識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報 

 

(1) 契約負債の残高等 

 当社の契約負債は、クレジットカード会員から履行義務の充足前に対価を受

領した年会費収入の繰延であります。年会費の有効期間は 1 年間のため、1 年以

内に充足される契約負債となります。 

 

(2) 残存履行義務に配分した取引価格 

 残存履行義務に分配した取引価格は、年会費の有効期間が 1 年間のため、記

載を省略しております。 

 

 

Ⅹ.１株当たり情報に関する注記 

 

1 株当たり純資産額 1,094,423 円 56 銭 

1 株当たり当期純利益 34,748 円 29 銭 

                                

 

Ⅺ. その他の注記 

（企業結合） 

      当社は 2024 年 6 月 27 日開催の取締役会において、アポロリンク株式会社（以

下、「アポロリンク社」という。）のリース事業を承継する吸収分割を実施すること

を決議し、2024 年 10 月 15 日付で契約書を締結しました。そして同契約書に基づ

き、2025 年 5 月 12 日に吸収分割取引を実行しました。 

 

1.企業結合の概要 

 (1)被取得企業の名称及びその事業の内容 

   吸収分割会社の名称：アポロリンク社 

   承継する事業の内容：旧昭和シェル系特約販売店様向けリース事業 

 

 (2)企業結合を行う主な理由 

   当社は 2014 年に旧アポロリテイリング社から承継したリース事業を事業の一つ

として開始し、独自のリースシステム及び営業体制を整備してまいりました。リー



 
 

ス事業のさらなる発展を目指し、事業体制を再編する一環として本件吸収分割を実

施いたしました。これに伴い、2025 年 1 月末日をもってアポロリンク社での新規

リース契約の受付を終了し、同年 2月 1 日以降に開始するリース契約につきまして

は、すべて当社が直接お引き受けいたしております。今後はカード事業で培った顧

客基盤と営業ノウハウとの相乗効果を最大化し、特約販売店や取引先への提案力を

強化することでリース取扱高のさらなる拡大を目指すとともに、市場競争力と企業

価値の一層の向上を企図しております。 

 

 (3)企業結合日 

     2025 年 5月 12 日 

 

 (4)企業結合の法的形式 

   アポロリンク社を吸収分割会社とし、当社を吸収分割承継会社とする吸収分割 

 

 (5)企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債 

   ①資産  

リース投資資産 1,617,529 千円 

   ②負債 

リース債務     1,617,529 千円 

 

(6)企業結合に際して交付される対価 

  現金 195,000 千円 

 

(7)発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

  ①発生したのれんの金額 

   195,000 千円 

  ②発生原因 

    主として今後の事業展開により期待される超過収益力であります。 

  ③償却方法及び償却期間 

   5 年間の定額法 

 

 (8)実施する会計処理の概要 

   「企業結合に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準  

に関する適用指針」に基づき、取得として処理しております。 

 

 

以 上 


